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1. はじめに 

現在、環境基準の見直しがなされており、土壌汚染対策法においては改正に伴う政省令の検討が進められて

いる。そこで、筆者らは今後、土壌汚染問題が顕在化する可能性や法規制が見直される可能性のある化学物質

に対し、その土壌・地下水汚染の調査・対策手法について、十分に整備されてないと考えられる課題を抽出し、

その解決策を提示することを目的に検討を行った。具体的な検討項目を以下の①～③のように整理したが、本

稿では下記③について行った検討結果について報告する。 

① 現状の調査方法では把握が難しい汚染状態に対する調査スキームの提案 

② 新たな基準（将来の規制を含め）に対する分析技術の検討（課題抽出及解決策の提案） 

③ 新たな基準（将来の規制を含め）に対する対策技術の検討（課題抽出及解決策の提案） 

 

2. 検討方法 

検討の対象とした化学物質は、諮問第 362 号（土壌の汚染に係る環境基準及び土壌汚染対策法に基づく特

定有害物質の見直し等について、平成 25 年 10 月 7 日）に示された 6 物質（1,1-ジクロロエチレン、クロロエ 

チレン、1,4-ジオキサン、トリクロロエチレン、1,2-ジクロロエチレン、カドミウム）とした。表－１に示す

ように物質ごとに基準の見直しが進められている状況にある。本稿ではこの 6 物質の対策・処理に関する国内 

 

表－１ 各物質の基準（平成 29年 4月時点） 

対象物質 

水道水質 

基準 

(mg/L) 

水質 

環境基準 

(mg/L) 

地下水 

環境基準 

(mg/L) 

土壌 

環境基準 

(mg/L) 

土壌 

溶出量 

基準 

(mg/L) 

土壌 

含有量 

基準 

(mg/kg) 

1,1-ジクロロエチレン 
0.1 以下 

【管理目標値】 
0.1 以下 0.1 以下 0.1 以下 0.1 以下 － 

クロロエチレン 
0.002 以下 
（検討目標値） 

－ 0.002 以下 0.002 以下 0.002 以下 － 

1,4-ジオキサン 0.05 以下 0.05 以下 0.05 以下 0.05 以下 － － 

1,2-ジクロロエチレン 
0.04 以下 

（合算） 

0.04 以下 

（シス体） 

0.04 以下 

（合算） 

0.04 以下 

（シス体） 

0.04 以下 

（シス体） 
－ 

トリクロロエチレン 0.01 以下 0.01 以下 0.01 以下 0.03 以下 0.03 以下 － 

カドミウム 0.003 以下 0.003 以下 0.003 以下 0.01 以下 0.01 以下 150 以下 

水道水質基準  水道水質項目基準値、水質管理目標設定項目目標値、要検討項目目標値 

水質環境基準  公共用水域の水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準 

地下水環境基準 地下水の水質汚濁に係る環境基準 

土壌環境基準  土壌の汚染に係る環境基準 

土壌溶出量基準 地下水等の摂取によるリスクに係る指定基準 

土壌含有量基準 直接摂取によるリスクに係る指定基準 

「－」 設定されていない 
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外文献を 40 報収集し、これらの情報を、①物性のまとめ、②分解生成物に関する知見、③1,4-ジオキサン対

策の実態調査結果、④揮発性に劣る水溶性物質の対策スキーム、分解を考慮した対策スキームの 4 つの観点で

分類し、内容を整理した。なお、本稿ではカドミウムについての検討結果の記載は割愛した。 

 

3. 検討結果 

3.1 物性のまとめ 

1,4-ジオキサン、クロロエチレン、トランス-1,2-ジクロロエチレン、シス-1,2-ジクロロエチレン、トリクロ

ロエチレンの物性について調査を行った。ここでは、トランス-1,2-ジクロロエチレンとシス-1,2-ジクロロエチ

レンについて比較した結果を述べる（表－２）。両者ともに、概ね他の第一種特定有害物質と同様の物性を有

しているが、詳細に見ると、「類似する物性」と「やや異なる物性」がある。主な類似する物性は、比重、土

壌吸着定数、オクタノール/水分配係数、外観であり、主なやや異なる物性は、沸点、ヘンリー定数、溶解度

であった。 

 

表－２ 各物質の物性一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2分解生成物に関する知見 

 揮発性有機化合物（以下、

VOC）と 1,4-ジオキサンの化学

分解および生物分解について分

解経路の調査を行った。その

際、分解に伴い生成される物質

（分解生成物）の有害性の有無

なども調査した。 

3.2.1 VOCの分解生成物に関する

知見 

1) VOCの化学分解 

VOC の化学分解は、過硫酸ナ

トリウムなどの酸化剤による酸

化分解と、鉄粉などの還元剤に

よる還元分解がある。VOC の酸

化分解は、分解生成物が生じに

くく、比較的速やかに二酸化炭

素と水に分解されると考えられ

る。一方、VOC の還元分解は、

分解生成物が長期的に残留しや

すい傾向が見られるため留意が

必要である。VOC の還元分解における主な分解経路としては、①テトラクロロエチレンからトリクロロエチ

レンに分解された後、トランス-1,2-ジクロロエチレン、シス-1,2-ジクロロエチレンまたは 1,1-ジクロロエチレ

ンを経て、クロロエチレンに分解される経路、②テトラクロロエチレンやトリクロロエチレンから、クロロア

図－１ VOCの還元分解経路の一例（引用図 1)に一部追記） 

 

分解経路② 
※強アルカリ環境下 
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セチレンを経てアセチレンに分解される経路、③1,1,2-トリクロロエタンからクロロエチレンに分解される経

路及び、④1,2-ジクロロエタンからエチレンに分解される経路が挙げられる（図－１）1）。上記の①～④の経

路ともに、最終的にはエチレンとなり無害化される。なお、図－１に示す経路が全てを網羅しているわけでは

ないことに留意が必要である。本経路の調査によって、トランス-1,2-ジクロロエチレンの発生する割合は低い

と考えられることや、有害な分解生成物としてアセチレン等の爆発しやすい性質を持つ物質やジクロロ酢酸等

の有害物質が生成されるおそれがあることなどの知見を得た。テトラクロロエチレン、トリクロロエチレンの

分解生成物のうち、ジクロロアセチレン、クロロアセチレンおよびアセチレンについては、ICSC（国際化学

物質安全性カード）によれば、石灰混合による浄化方法を用いた場合など強アルカリの環境下において発生す

る可能性がある。 

2) VOCの生物分解 

VOC の生物分解は、好気性細菌による好気性分解と、嫌気性細菌による嫌気性分解がある。 

トリクロロエチレンの好気性分解は、メタン、フェノール、トルエン、アンモニアなどの基質が誘導物質

となって生成する各種オキシゲナーゼによる共代謝で起こる。その特徴は、分解生成物としてジクロロエチレ

ン化合物が発生しない 2）が、ジクロロ酢酸やトリクロロ酢酸といった有害な分解生成物が生成することにあ

る。一般環境中では、別の微生物がこれら分解生成物を分解するものと考えられるが、分解速度によっては環

境中への蓄積の可能性もあるため注意が必要となる 3)。 

クロロエチレンの好気性分解に関しては Mycobacterium 属細菌等で分解が報告されている 4）。トルエンお

よびフェノールが炭素源として使われたとき、クロロエチレンは好気的条件下で共代謝によって分解されるこ

とが示されている 2)。 

トリクロロエチレンの嫌気性分解は、水素、ギ酸、酢酸、ピルビン酸、乳酸などの電子供与体を地下水帯

に供給して嫌気性脱ハロゲン呼吸微生物を活性化し、分解を行う 3)。トリクロロエチレンの代謝産物としてシ

ス-1,2-ジクロロエチレン、トランス-1,2-ジクロロエチレン、1,1-ジクロロエチレン の 3 種類が生成して、ク

ロロエチレンに分解される。 

シス-1,2-ジクロロエチレンおよびクロロエチレンの脱塩素反応は、Dehalococcoides 属細菌にのみ観察され

るといわれている。汚染現場でも有害なシス-1,2-ジクロロエチレンが残留している例が多い。無害なエチレン

まで浄化するためには Dehalococcoides 属細菌が必須と考えられており、Dehalococcoides 属細菌の環境中で

の検出技術が重要となっている 3)。  

3.2.2 1,4-ジオキサンの分解生成物に関する知見 

1) 1,4-ジオキサンの化学分解 

 1,4-ジオキサンの化学分解は、促進酸化処理（AOP）を中心として種々の報告事例がある 5)。1,4-ジオキサン

の分解の初期段階でエチレングリコールジホルメート、エチレングリコールモノホルメート、ジエチレングリ

コールなどが生成され、さらにそれらが酢酸、シュウ酸、ギ酸などに分解、最終的には二酸化炭素まで分解さ

れる。一方、これら分解生成物のうち、エチレングリコールとグリオキサールは水質汚濁に係る要調査項目

に、ホルムアルデヒドは水生生物の保全に係る水質環境基準の要監視項目に、アセトアルデヒドは水道水質基

準の要検討項目に設定されている。  

現在主流の処理法である AOP においても上記の物質が逐次的に生成し、最終的に無機化される様子が確認

されている。以上より、化学処理では 1,4-ジオキサンから有害な分解生成物が生成することに留意し、処理方

法の選定に当たっては 1,4-ジオキサンを確実に無機化することができる十分な能力を持つ技術を選定するよう

留意が必要である。 

2) 1,4-ジオキサンの生物分解 

 1,4-ジオキサンの生物分解は、従来型の活性汚泥法のような生物処理では十分な除去効果は期待できない。

一方で、生物処理の効率化に向けた取り組みが行われており、その中には好気での 1,4-ジオキサン分解菌に関

する研究事例があり、1,4-ジオキサンをテトラヒドロフラン、トルエン、プロパンを一次基質とした共代謝
6)、あるいは 1,4-ジオキサンそのものを資化することにより分解 7)が可能であることが報告されている。微生

物分解の過程においては、エチレングリコール等が分解生成物として生成するものの、1,4-ジオキサン分解菌

はこれらも分解代謝可能であること、また 1,4-ジオキサン以下の分解生成物は通常の生物処理にて分解可能で

あることが確認されている。一方、1,4-ジオキサンの嫌気分解は室内試験で一例の報告があるものの 8)、他例

の情報は確認できなかった。1,4-ジオキサンの現地（オンサイト）や原位置での生物処理は、ここ数年で実用

化事例の発表が出てきており、今後の開発動向が注目される。   

 



 

3.3 1,4-ジオキサン対策の実態調査結果（海外文献中心に紹介） 

2014 年及び 2016 年の米国 Battelle 社国際会議要旨集の 1,4-ジオキサン対策事例及び試験結果について整理

した。2014 年では地下水揚水以外ほとんど報告がなかった 1,4-ジオキサンの原位置浄化事例について、2016

年では地下水を対象とした酸化処理 5 報、好気的生物処理 8 報、電気化学的酸化還元処理 1 報、不飽和帯土壌

を対象とした土壌ガス吸引の事例 1 報、その他事例 1 報、簡易分析に適用可能性のあるサンプラー紹介 1 報が

確認された。 

酸化処理については、過硫酸塩による濃度低減が可能であることを示した事例、酸化剤を詰めたカラムに

より透過性地下水浄化壁のように浄化を試みた事例がみられた。 

生物処理では、メタンやプロパンを供給することによる共代謝にて浄化を行った事例、地下水中で難分解

と考えられている 1,4-ジオキサンが自然減衰することを明らかにした事例がみられた。 

不飽和帯土壌を対象とした事例では、加温空気の注入を併用する土壌ガス吸引により揮発性の低い 1,4-ジオ

キサンの効率的な回収を試みた事例がみられた。 

以下に代表的な原位置処理の事例として 2 例紹介する。 

①原位置酸化分解の事例 9) 

酸化剤に長期間効果が持続する過硫酸ナトリウムを使用した原位置酸化分解の事例である（図－２）。処

理エリアにて 1,4-ジオキサンの濃度低減、酸化剤から硫酸が生成されて地下水 pH が低下、同じく酸化剤から

酸素が放出され溶存酸素が上昇することが確認されている。必要に応じてアルカリなどの活性化剤を利用する

ことが提案されている。また、酸化環境下に比べて還元状態下の地下水では分解が進みにくいことに注意が必

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 1,4-ジオキサンの原位置酸化分解の事例（引用図 9)に一部追記） 

 

 

②原位置バイオレメディエーションの事例 10) 

プロパンと空気の供給と共代謝菌の投入による 1,4-ジオキサンの原位置バイオレメディエーションを行った

事例である。事前の試験ではプロパンと空気の供給のみでは 1,4-ジオキサン分解が確認されず、共代謝による

1,4-ジオキサン分解を行う R.ruber ENV425 株を投入することで分解促進を確認した。原位置試験では、GL-70 

m 以深の深部帯水層においてプロパンと空気の供給と共代謝菌の投入を行ったところ、プロパンスパージン

グで約 23 m の範囲でプロパン濃度の上昇が見られ、8 か月後にスパージングおよび ENV425 株を投入した範

囲において 95%～99%超の 1,4-ジオキサンの濃度低減を確認した。また、プロパン酸化細菌数のモニタリング

では、スパージング実施後にプロパン酸化細菌数の増加を確認している。 

 

3.4 本検討部会における各措置の適用可能性調査結果（1,4-ジオキサン） 

環水大土発第 1604151 号別添「1,4-ジオキサンによる土壌汚染に関する技術的助言」で示された適用可能と

考えられる対策について、本検討部会活動の国内外の実態調査において確認した新たな知見を踏まえ、あらた

めて 1,4-ジオキサンの対策方法の適用可能性を表－３のように整理した。 
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表－３ 1,4-ジオキサンの対策方法の適用可能性 

 

3.5 対策スキーム 

 本検討部会での新規制動向を踏まえた調査・対策スキームの検討方法を取りまとめると共に、水溶性を考慮

した対策スキーム及び分解性を考慮した対策スキームについて取りまとめた。対策スキームでは（１）汚染状

況の把握、（２）対策方針・目標の決定、（３）対策技術のスクリーニングおよび適用技術の選定、（４）追

加調査等の実施、（５）対策実施、（６）対策実施中、実施後のモニタリングおよび対策効果の評価の 6 つの

フェーズに分類、フロー化し、各フェーズにおいて新規制物質を対策するうえで特に留意すべき点や、具体的

な対応方法に絞って記述した。 

 

3.5.1 水溶性を考慮した対策スキーム 

 水溶性を考慮した調査・対策スキームとして、1,4-ジオキサンを例として検討した。ただし、他の水溶性物

質についても、同様のスキームが適用できるものと考える。表－４に 1,4-ジオキサンに関する水溶性を考慮し

た対策スキームの主な留意点、対応方法について示す。 

 

表－４ 水溶性を考慮した対策スキームの主な留意点、対応方法（1,4-ジオキサンの例） 

措置の種類 
環水大土発第 1604151 号において示された 

各措置の適用可能性 
本部会における調査・検討結果 

地下水の水質の測定 

（自然減衰（MNA）を含む） 
措置実績はないが、適用可能であると考えられる 措置実績があり、適用可能であると考えられる 

原位置封じ込め 措置実績はないが、適用可能であると考えられる 措置実績があり、適用可能であると考えられる 

遮水工封じ込め 措置実績はないが、適用可能であると考えられる 措置実績はないが、適用可能であると考えられる 

地下水汚染の拡大の防止 措置実績があり、適用可能であると考えられる 措置実績があり、適用可能であることを確認した 

  

地下水 

揚水 

＋ 

水処理 

化学処理 

（酸化分解） 
適用性に関する記載なし 措置実績があり、適用可能であることを確認した 

生物処理 適用性に関する記載なし 措置実績があり、適用可能であると考えられる 

下水等への排水 適用性に関する記載なし 措置実績はないが、適用可能であると考えられる 

原位置 

浄化 

（地下水） 

化学処理 

（酸化分解） 
適用性に関する記載なし 措置実績があり、適用可能であることを確認した 

生物処理 適用性に関する記載なし 措置実績があり、適用可能であると考えられる 

ファイトレメディエー

ション 
適用性に関する記載なし 措置実績があり、適用可能であると考えられる 

透過性浄化壁 透過性地下水浄化壁は現状として困難と考えられる 措置実績を確認し、適用できる可能性が示唆された 

土壌汚染の 

除去 

掘削除去＋場外搬出 

（汚染土壌処理施設） 
措置実績はないが、適用可能であると考えられる 措置実績があり、適用可能であると考えられる 

原位置浄化（土壌） 措置実績はないが、適用可能であると考えられる 措置実績があり、適用可能であると考えられる 

オンサイト浄化等 措置実績はないが、適用可能であると考えられる 措置実績は確認できていないが、適用可能と考えられる 

遮断工封じ込め 物性の特性上、適用困難 
第 1 種特定有害物質では選択できない措置に該当するため、

1,4-ジオキサンも同様に適用不可の措置に該当すると考えられる 

不溶化 物性の特性上、適用困難 現状として適用は困難と考えられる 

対策フェーズ 留意すべき点や、具体的な対応方法 

（１）汚染状況の把握 
水に自由に混和するので汚染が広範囲に広がっている可能性に留意が

必要である。 

（２）対策方針・目標の決定 
土壌に非常に吸着しにくい性質を持つことから、土壌よりも地下水の

浄化に重点をおいて検討をすべきである。 

（３）対策技術のスクリーニング 

および適用技術の選定 

環水大土発第 1604151 号別添「1,4-ジオキサンによる土壌汚染に関す

る技術的助言」が通知されている。 

化学分解、生物処理、抽出処理、MNA など地下水の原位置浄化事例

が確認されてきており、これらの情報も参考とする。 

（４）追加調査等の実施 
地下水採取によるスクリーニングを行う場合、単位格子で評価せず、

地下水の流速等を考慮した評価方法を検討するべきである。 

（５）対策実施 
地下水の化学分解（促進酸化処理（AOP）等）による浄化において

は、発がん性のある臭素酸イオンの発生 4)に留意が必要である。 

（６）対策実施中、実施後のモニ

タリングおよび対策効果 

化学酸化においては、使用する過酸化水素、過硫酸塩等の適正な現場

管理が求められる。 



 

3.5.2 分解性を考慮した対策スキーム 

 本検討部会では分解性を考慮した調査・対策スキームとして、1,1-ジクロロエチレン、1,2－ジクロロエチレ

ン、クロロエチレン、トリクロロエチレンを例として検討した。ただし、他の分解性について考慮すべき物質

についても、同様のスキームが適用できるものと考える。一例として、表－５にクロロエチレンに関する分解

性を考慮した対策スキームの主な留意点、対応方法について示す。 

 

表－５ 分解性を考慮した対策スキームの主な留意点、対応方法（クロロエチレンの例） 

対策フェーズ 留意すべき点や、具体的な対応方法 

（１）汚染状況の把握 
過去に親物質で区域指定され、改めて調査契機が生じた場合、汚染の

おそれをあらためて判断することが示されている。 

（２）対策方針・目標の決定 
親物質に比べてより地下水下流側および地下深部へ広がっていること

を想定する必要がある。 

（３）対策技術のスクリーニング

および適用技術の選定 

基本的には第一種特定有害物質として取り扱うことで問題は生じない

との判断が示されている。 

（４）追加調査等の実施 
親物質に対して措置が完了したサイトであらためて措置を実施する場

合、クロロエチレンについて追加調査することが望ましい。 

（５）対策実施 
特に鉄粉や嫌気性微生物による還元分解では、クロロエチレンが残存

しやすい傾向があり、使用薬剤量や対策期間等に留意が必要である。 

（６）対策実施中、実施後のモニ

タリングおよび対策効果 

沸点が低く、常温では気体であるため、揮発による汚染拡散防止及び

作業環境への留意が必要である。 

 

4. まとめ 

 今回、新規制物質の物性の整理や分解経路調査、浄化事例の実態把握などを通じ、これらの物質特性のうち

分解性および水溶性に着目し、対策を行う際の留意点や対応方法について取りまとめた。今後の課題の一つと

して、詳細調査の際に物性を考慮するため、分解生成物の広がりの考え方・把握方法、適切な実施時期等につ

いての検討がある。例えば、クロロエチレンは、親物質の分解生成物として存在し、親物質に比べてより地下

水下流側および地下深部へ広がっていることを想定して対策範囲を検討することが留意点として挙げられる

が、実際にどのような手法や考え方で範囲を決定するかなど、より踏み込んだ検討が必要と考えられる。筆者

らは今後も検討を継続し、土壌汚染問題の解決に尽力する所存である。 
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